
市町村財政比較分析表(平成19年度普通会計決算)
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有田町の比率

財政構造の弾力性

経常収支比率 [99.4%]
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人件費・物件費等の適正度

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [124,222円]

類似団体内順位
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給与水準の適正度 （国との比較）

ラスパイレス指数 [93.5]
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定員管理の適正度

人口1,000人当たり職員数 [10.53人]
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公債費負担の健全度

実質公債費比率 [18.7%]
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将来負担の健全度

人口1人当たり地方債現在高 [588,558円]
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし

人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の

給与水準の適正度 定員管理の適正度

公債費負担の健全度

将来負担の健全度

類似団体平均

有田町
※類似団体平均を100とした

ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、

当該団体と同じグループに属する団体を言う。

※平成20年４月１日以降の市町村合併により消滅した団体で実質公債費比率を算定していない

団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※ラスパイレス指数及び人口1,000人当たり職員数については、平成19年地方公務員給与

実態調査に基づくものである。なお、平成19年度中に市町村合併を行った団体については、

当該項目に係るデータのグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。
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【財政力指数】

町内における産業基盤が弱く、類似団体平均値を下回っている。

財政基盤の強化に向けては、町税の収納率の向上に努めるとともに、企業誘致等による経済活性化策を推進し、歳入確保

に努めていく。

【経常収支比率】

前年度から3.4％改善したが、類似団体中145位に位置している。平成19年度は、枠配分による歳入に見合う予算編成、退職

者の不補充等による人件費抑制により歳出削減を図ったが、臨時財政対策債など一般財源の減少が影響し、99.4％となった。

平成20年1月策定の「有田町行財政緊急プログラム」に基づき、町債残高の削減や人件費の見直しを継続し、財政構造の弾

力性向上に努めていく。

【人口1人当たりの人件費・物件費等決算額】

【ラスパイレス指数】

類似団体平均95.6を2.1ポイント下回る93.5となっており、類似団体153中で低い方から37番目に位置している。今後は、職員給

の削減等により、より一層の給与の適正化に努めていく。

【人口1人当たりの地方債残高・実質公債費比率】

平成18年度からの繰上償還、借換え等の将来負担軽減策により、後年度負担の軽減に努めてきたが、類似団体平均を上

回っている。今後は、前述の「有田町行財政緊急プログラム」で掲げる『平成22年度末での起債残高116億円を目安』とし、起債

を抑制しながら将来世代に負担を残さない財政運営を行っていく。

【人口1,000人当たりの職員数】

平成18年3月の合併以後、退職者の不補充などにより定員適正化に努めてきているが、類似団体平均を上回っている。今後

は定員適正化実施計画の実施（H18年度＝234人→22年度＝201人。ただし、病院、消防を除く）と事務事業の見直し等により、



歳出比較分析表(平成19年度普通会計決算) 佐賀県 有田町

経常収支比率の分析
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※１ 本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとに

チャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）
２ 当該団体の八角形が平均値の八角形より内側にあるほど、歳出抑制等により財政

構造に弾力性があることを示している。
３ 類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類

した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄

【経常収支比率】

前年度から3.4％改善したが、類似団体中145位に位置している。平成19年度は、枠配分による歳入に見合う

予算編成、退職者の不補充等による人件費抑制により歳出削減を図ったが、臨時財政対策債など一般財源の

減少が影響し、99.4％となった。平成20年1月策定の「有田町行財政緊急プログラム」に基づき、町債残高の削

減や人件費の見直しを継続し、財政構造の弾力性向上に努めていく。

【人件費】 前年度比0.9％減ったものの、平成19年度において34.7％と類似団体平均と比べ依然として高い水

準にある。これは町立５保育所や消防本部、２つの塵芥処理施設を直営で運営しており、職員数が類似団体に

比べ多いことが主な要因となっている。平成20年度から町立１保育園を民営化するが、今後も施設の統廃合等

行政事務の効率化を推し進めながら、「集中改革プラン」により平成22年度までの3年間で15人の削減を行う方

針。

【物件費・扶助費】 物件費は平成17年度以降減少しており平成19年度は10.4％となり、扶助費は前年度比べ

1.4％減って5.2％となって、いずれも類似団体平均を下回る水準を維持している。物件費については、分庁方式

の解消などの施設の統 廃合、さらなる事務事業の効率化を推し進めながら節減を図っていく。

【公債費】 平成18年度からの繰上償還、借換え等の将来負担軽減策により前年度比0.8％減となったが、類似

団体平均を 上回っている。「有田町行財政緊急プログラム」においては、『平成22年度末での起債残高116億

円未満を目安』としており、今後も将来世代に負担を残さない財政運営を行っていく。

【補助費等】 前年度比0 2％減って10 4％となり 類似団体平均を下回っている 内訳としては 類似団体平均全国市町村平均
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【補助費等】 前年度比0.2％減って10.4％となり、類似団体平均を下回っている。内訳としては、類似団体平均

に比べ補助交付金が多く、今後も「集中改革プラン」及び「事務事業評価」等により、さらに事業の見直し、スク

ラップ・アンド・ビルドを徹底していく。



人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

人件費 2,012,319 91,753 61,566 49.0
賃金（物件費） 80,535 3,672 4,205 ▲ 12.7
一部事務組合負担金（補助費等） 7,554 344 7,620 ▲ 95.5
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） 13,417 612 143 328.0
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） - - 0 -
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） 46,831 2,135 2,851 ▲ 25.1
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 29 287 1 335 1 227 8 8

当該団体決算額
（千円）

歳出比較分析表(平成19年度普通会計決算) 佐賀県 有田町

人口1人当たり決算額
(円)

150,000

200,000

当該団体値

類似 体 値

168,271

事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 29,287 1,335 1,227 8.8
▲退職金 ▲ 228,849 ▲ 10,434 ▲ 5,824 79.2
合計 1,961,094 89,417 71,789 24.6

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

人口1,000人当たり職員数（人） 10.53 7.02 3.51
ラスパイレス指数 93.5 95.6 ▲ 2.1
ラスパイレス指数及び職員数に係る項目については、平成19年地方公務員給与実態調査に基づくものである（以降の項目について同じ。）。
なお、平成19年度中に市町村合併を行った団体については、当該項目を「-」としている。

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

公債費充当一般財源等額
（繰上償還額及び満期一括償還地方債の元金に係る分を除く。）

1,392,508 63,492 32,851 93.3

満期 括償還地方債の 年当たりの元金償還金に相当するもの

当該団体決算額
（千円）

0

50,000

100,000
類似団体内平均値

類似団体内最大値

類似団体内最小値

42,910

71,789

89,417

人口1人当たり決算額
(円)

100,000

満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）等

- - 9 -

公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 320,622 14,619 10,088 44.9
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又
は負担金に充当する一般財源等額

85,675 3,906 3,876 0.8

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する
一般財源等額

2,343 107 1,484 ▲ 92.8

一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）

- - 16 -

▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額

▲ 881,344 ▲ 40,185 ▲ 27,148 48.0

合計 919,804 41,939 21,175 98.1
平成20年４月１日以降の市町村合併により消滅した団体で実質公債費比率を算定していない団体については、「-」としている（以降の項目について同じ。）。

※参考 実質公債費比率及び起債制限比率の推移
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普通建設事業費の分析

普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)

- - - - - -

うち単独分 - - - - - -

当該団体決算額
（千円）

人口１人当たり決算額

H15

70,000
80,000
90,000

100,000

（円）
人口1人当たり決算額の推移

歳出比較分析表(平成19年度普通会計決算) 佐賀県 有田町

- - - - - -

うち単独分 - - - - - -

1,983,910 89,305 - 53,398 - -

うち単独分 910,122 40,969 - 34,793 - -

819,955 37,198 ▲ 58.3 41,759 ▲ 21.8 ▲ 36.5

うち単独分 471,947 21,410 ▲ 47.7 25,833 ▲ 25.8 ▲ 21.9

956,114 43,594 17.2 36,358 ▲ 12.9 30.1

うち単独分 628,442 28,654 33.8 21,039 ▲ 18.6 52.4

過去５年間平均 1,253,326 56,699 ▲ 20.6 43,838 ▲ 17.4 ▲ 3.2

うち単独分 670,170 30,344 ▲ 7.0 27,222 ▲ 22.2 15.2
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